
概要

概要

※プログラム全体に関連する指標及び当該指標に係る2018年度から現在までの状況について、可能な範囲で記載する。

※2018年度から現在までの状況について、各年度の欄内への記載が困難な場合は、「備考」欄に記載する。

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

FY30 FY31 FY2 FY3 FY4 FY5 FY6 FY7 FY8 FY9 FY10 FY11

アウトプット
指標

－ 0 2 1 3

アウトカム
指標

－ － － － －

添付資料名

備考

３．プログラムの実施状況

（１）プログラム全体に関連する指標及びその状況

年度

学会等で南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）につ
いて発表した回数

－

特に無し。

防災科学技術分野研究開発プランに記載のあるアウトプット指標は、「基盤的観測体制の整備（稼働率）、火山データの一元化、極端気象災害や複合連鎖型災害の発生過程の解明、データ公
開の充実」、「普及型耐震工法の確立、IoT等を用いた測定技術の開発、災害に強いまちづくりへの寄与」、「防災リテラシー向上のための教育・啓発手法の開発及びそれによる被害軽減効果の
定量化の確立」、「査読付き論文数、研究成果報道発表数」であるが、それに資する指標として記載。

【南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の整備状況】
N-netについては、当初、令和５年度に整備完了予定であったところ、計画の進捗を踏まえ、令和５～６年度にかけて段階的に整備。
令和４年度に追加試験を終了、観測機器の製作等を開始。沖合システムと沿岸システムのケーブルを段階的に海洋敷設していく予定。

地震調査研究を推進し、成果を活用する。

防災科学技術分野研究開発プログラムの進捗状況把握によるプログラム評価（令和４年度）（案）

令和４年12月　防災科学技術委員会

１．防災科学技術分野研究開発プランを推進するにあたっての大目標：「安全・安心の確保に関する課題への対応」（施策目標９－４）

安全かつ豊かで質の高い国民生活を実現するため、「地震調査研究の推進について（第3期）」（令和元年５月31日）や「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）の推進に
ついて（建議）」（平成31年１月30日）等に基づき、地震等の自然災害から国民の生命及び財産を守るための研究開発等を行い、これらの成果を社会に還元する。

２．プログラム名：防災科学技術分野研究開発プログラム（達成目標1）

資料 3-2-11 
科学技術・学術審議会
研究計画・評価分科会

（第 84 回） R5.1.31



【機密性○（取扱制限）】

※研究開発課題数に合わせて記載欄は調整する。

※研究開発課題評価実施年度の欄に、評価実施（予定）年度に従い、「事前」・「中間」・「事後」と記載する。

※「既存の指標を転記する場合」欄～「既存の指標を参照する場合」欄について、使用しない行は削除すること。また、目標値を設定していない年度については「－」と記載する。

※定性的な目標を設定している場合は、当該目標及び2018年度から現在までの達成状況・実績について、可能な範囲で「備考」欄に記載する。

①研究開発課題名：南海トラフ海底地震津波観測網の構築（「海底地震・津波観測網の構築・運用」の一部として実施）

目的・概要

課題実施
機関･体制

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

FY30 FY31 FY2 FY3 FY4 FY5 FY6 FY7 FY8 FY9 FY10 FY11

事前 事後

16 16 59 20 34

指標の種別
（インパクト／アウトカム／アウトプット）

アウトプット指標

学会等で南海トラフ海
底地震津波観測網（N-
net）について発表した

回数

回 0 2 1 3 3

既存の指標以
外の指標を記
載する場合

指標 単位 実績値 目標値

防災科学技術研究所

年度
（※網掛けは課題実施期間）

研究開発課題評価（事前、中間、事後）実施年度

予算額及び翌年度要求額（億円）

＜概要・目的＞
　地震計、水圧計等を組み込んだマルチセンサーを備えたリアルタイム観測可能な高密度海域ネットワークシステムの開発・製作
　南海トラフ地震想定震源域の西側にある高知県沖～日向灘にかけて、観測網を敷設

（２）個別の研究開発課題に関連する指標及びその状況

※各研究開発課題の進捗状況把握のため、政策評価における事前分析表及び行政事業レビューシートを使う場合は、当該資料を添付し、使用する指標について「既存の指標を参照する場合」欄に必要事項を
明記することで、「既存の指標を転記する場合」欄への転記を省略することができる。

※事前分析表及び行政事業レビューシートに記載されている指標以外の指標を設定する場合は、「既存の指標以外の指標を記載する場合」欄に必要事項を明記すること。インパクト／アウトカム／アウトプット
の定義については、「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（最終改定平成29年4月1日）「本指針における用語・略称等について」を確認すること。

（重点的に推進すべき取組：複合・誘発災害等を考慮した発災後早期の被害推定及び状況把握・予測技術の研究開発、災害情報をリアルタイムで推定・予測・収集・共有し、被害最小化や早期復旧につなげ
る技術の研究開発、発災直後の応急対応から被災者の生活再建支援等を含む復旧・復興対策に必要な研究開発）



【機密性○（取扱制限）】

添付資料名

基本計画等
への貢献状況

備考

・別添３ 南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の構築　進捗説明資料

達成目標 地震調査研究を推進し、成果を活用する。

行政事業レビュー事業番号 257

行政事業レビュー事業名 海底地震・津波観測網の構築・運用

行政事業レビュー事業目標
海底地震・津波観測網の構築・運用により、海域で発生する地震や津波を早期かつ精度よく検知し、緊急地震速報及び津波即時予測技術の精度
向上、地震・津波の発生メカニズムの解明に貢献する。また、関係省庁・研究機関・地方公共団体・民間企業に観測データを提供し、より適切な地
震・津波に関する情報提供や防災対応に貢献する。

６．添付資料名一覧

・別添１ 令和４年度実施施策に係る事前分析表（政策・施策番号：９-４）

・別添２ 令和４年度行政事業レビューシート（事業番号：257）

政策・施策番号 9-4

施策目標 安全・安心の確保に関する課題への対応

達成目標番号 1

５．参考

別添１ 令和３年度実施施策に係る事前分析表（政策・施策番号：９-４）
別添２ 令和４年度行政事業レビューシート（事業番号：257）
別添３  南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の構築　進捗説明資料

－

【南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の整備状況】
N-netについては、当初、令和５年度に整備完了予定であったところ、計画の進捗を踏まえ、令和５～６年度にかけて段階的に整備。
令和４年度に追加試験を終了、観測機器の製作等を開始。沖合システムと沿岸システムのケーブルを段階的に海洋敷設していく予定。

予算額について
2021年度：令和３年度補正予算19億円を含む
2022年度：令和４年度補正予算33億円を含む

４．プログラムの現状についてのコメント（任意）

特に無し。



施策名 部局名 作成責任者

施策の概要
政策評価

実施予定時期
令和5年度
以降に予定

達成目標1
目標設定の
考え方・根拠

基準値 目標値

― H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R5年度

― 89 111 118 120 157

年度ごとの
目標値

86 105 121 123 123

地震調査研究を推進し、成果を活用する。

地震災害に対して強い国にするためには、地震調査研究の成果を防
災・減災対策に活用していくことが必要であり、「地震調査研究の
推進について（第3期）」や「災害の軽減に貢献するための地震火山
観測研究計画（第2次）（建議）」等において、地震調査研究の成果
を明確かつ分かりやすい形で社会に示し、災害の軽減に貢献してい
く取組が重要とされていることなどを踏まえて設定。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
地震・防災研究課では、活断層調査を総合的に実施し、これらの成
果を用いて地震調査研究推進本部において活断層評価や広報を実施
していることから、達成目標１の測定指標として設定した。
あらかじめその地域でどのくらいの数の活断層を評価できるか、正
確な数は見込めないものの、少なくとも既に評価されている主要活
断層は、地域評価の際に再評価される予定である。既に評価されて
いる活断層の数を、地域での評価されるべき対象の最低数と考え、
前年度の実績値に最低数を加えたものを次年度の目標値と設定し
た。今後、地域評価の中で再評価する予定の主要活断層帯の数を現
在の実績値に加えたものをR5年度目標値として設定した。

【出典】地震本部HP https://www.jishin.go.jp/
及び地震調査委員会長期評価部会活断層分科会会議資料（非公表）

①長期評価を
行った断層帯数
【累積値】

169

施策の予算額(当初予算)

（千円）

令和3年度 令和4年度
施策に関係する内閣の
重要施策(主なもの)

「経済財政運営と改革の基本方針2021」、「成長戦略実行計画」、
「科学技術・イノベーション基本計画」、「活動火山対策の総合的
な推進に関する基本的な指針」、「海洋基本計画（第3期）」、「国
土強靱化基本計画」9,781,880 9,763,273

令和４年度実施施策に係る事前分析表
（文R4－9－4）

安全・安心の確保に関する課題への対応 研究開発局地震・防災研究課 小林　洋介

安全かつ豊かで質の高い国民生活を実現するため、｢地震調査研究の推進について（第3期）｣（令和元年5月31日）や｢研究開発計画｣（平成
29年2月）第4章、「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第2次）（建議）」（平成31年1月30日）等に基づき、自然災害や
重大事故等から国民の生命及び財産を守るための研究開発等を行い、これらの成果を社会に還元する。

施策目標9 -4-1



基準値 目標値

― H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

― ― ― ― 15 39

年度ごとの
目標値

― ― ― 27 39

国立研究開発法人防災科学技術研究所
施設整備に必要な経費

(平成13年度)
― 0277

・地震観測網の維持・更新、火山観測網の整備、ゲリラ豪雨等の早期予測のための
次世代観測・予測システムの整備、雪崩・吹雪等の予測の高度化のための降雪観測
機器等の整備を行うとともに、実物大の構造物に実際の地震と同様の揺れを加える
実験を行う「実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）」について、ガス
エンジンの老朽化対策を施す。

昨年度事前分析表からの変更点 測定指標②を変更するとともに、地震防災研究戦略プロジェクトを新たに②の達成手段として追加

海底地震・津波観測網の構築・運用
（平成18年）【9-2の再掲】 ② 0257 ―

国立研究開発法人防災科学技術研究所
運営費交付金に必要な経費

（平成13年度）
② 0276

地震・火山・気象・土砂・雪氷災害等による被害の軽減に資する研究開発、災害に
強い社会の形成に役立つ研究開発及び分野横断的な研究開発を推進する。さらに、
国や地方公共団体等が防災行政を行う上で必要としている防災科学技術へのニーズ
に柔軟に対応できる体制、制度を整備し、最大限の研究成果を創出する。

達成手段
（開始年度）

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

備考

地震調査研究推進本部
（平成8年） ① 0274 ―

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

地震防災研究戦略プロジェクト
（平成23年度） ② 0273 ―

【測定指標及び目標値の設定根拠】
地震調査研究の最新の知見や様々な情報を地域の自治体関係者等へ
情報提供するとともに、地域側からのフィードバックや関係者間の
連携を維持・深化させることができる地域研究会等の開催回数は、
地震調査研究を推進し、成果を活用するという目標の進捗を測るも
のとして妥当であると判断した。今年度は中間年度ということでシ
ンポジウムを予定しており、前年度プラス1回で40回とした。

【出典】防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト成
果報告書
https://www.jishin.go.jp/database/project_report/nankai-
bosai/

②地域研究会等
の開催回数

40

施策目標9 -4-2



達成目標2
目標設定の
考え方・根拠

H29年度

日本海地震・津波調査プロジェクトでは、海陸の地下構造探査、震源となり得る活断層の評価（北海道北西沖・石狩平野）を実施し、震源断層モ
デル及び津波波源モデルの構築（鳥取県沖～新潟県沖）を進めた。前年度までに構築した震源断層モデル及び津波波源モデルを基に、地震動・津
波のシミュレーション（九州北部沖～島根沖）を実施し、長期評価の高精度化、信頼性の向上に寄与した。
南海トラフ広域地震防災研究プロジェクトでは、地下構造探査（南西諸島海域）を実施し、南海トラフ域の3D地下構造モデルの構築を進展させ
た。前年度までの地下構造探査データと海底地震観測のデータを基に、南海トラフ域で発生する自然地震の詳細な震源決定を進め、海溝型地震の
地震発生シミュレーション高度化のための基礎データとしている。
次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、トレンチ掘削の集中調査（浅間山）を行い、前年度のトレンチ調査及びこれまでの地表調査の
結果と合わせて、浅間山の完新世の噴火履歴をこれまで以上に高精度で解明した。
基盤的火山観測網のデータを活用し、火山性微動のリアルタイムモニタリング技術の開発を実施した。
防災科学技術研究所が運用してきた基盤的地震観測網と海域観測網、基盤的火山観測網を統合し、平成29年11月より、全国の陸域から海域までを
網羅する「陸海統合地震津波火山観測網（MOWLAS）」の本格的な統合運用を開始した。これらのデータを活用し、地震動の即時予測、余震活動予
測を行うシステム開発のためのプロトタイプ構築と実証試験を引き続き行った。海陸観測網による地震・水圧データを活用した津波即時予測技術
や津波の成長・収束の予測技術の構築及び遠地津波の予測技術の構築のための要素技術開発も進展した。火山観測網のデータを活用し、桜島・霧
島・口永良部島などのデータから噴煙体積の変化率と積算体積の時間変化を推定する手法を開発した。
気象観測データを活用し、ゲリラ豪雨や竜巻の予測に資するデータ解析手法の開発や浸水予測モデルの高度化、さらに、都市域における着雪をは
じめとする雪氷ハザードの観測・予測技術開発を進めた。
防災機関や研究機関等の防災活動・研究活動に資する観測データの安定供給を実現するために故障・老朽化した地震・火山観測施設を更新した。

自然災害を的確に観測・予測することで、人命と財産の被害を最大限予防し、事業継続能力の
向上と社会の持続的発展を保つため、国土強靱化に向けた調査観測やシミュレーション技術及
び災害リスク評価手法の高度化を図る。

自然災害に対して安全・安心を確保するためには、自然災害を的確
に観測・予測できるようにすることが必要であり、「研究開発計
画」（平成29年2月）第4章において、国土強靱化に向けた調査観測
やシミュレーション技術及び災害リスク評価手法の高度化を図るこ
ととされていることを踏まえて策定。

測定指標 基準値 ―
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H30年度

R1年度

①被害の軽減に
つながる予測手
法の確立

日本海地震・津波調査プロジェクトでは、海陸の地下構造探査、震源となり得る活断層の評価（北海道南西部・渡島半島・津軽平野）を実施し、
震源断層モデル及び津波波源モデルの構築（北海道西方沖）を進めた。前年度までに構築した震源断層モデル及び津波波源モデルを基に、地震動
シミュレーション（函館平野西縁断層帯）及び津波のシミュレーション（北海道西方沖～東北地方西方沖）を実施し、長期評価の高精度化、信頼
性の向上に寄与した。
南海トラフ広域地震防災研究プロジェクトでは、海底地震計による自然地震観測（南西諸島海域）を実施し、種子島・トカラ列島における自然地
震の詳細な震源分布と3D地下構造モデルの推定を進めた。前年度までに取得した構造探査データ及び既存の速度構造モデルを集約・統合し、南海
トラフから南西諸島域までの連続したプレート形状モデルの構築を進めた。このプレート形状モデルを基に、地震発生シミュレーションの高度化
を進めた。
次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、ボーリング掘削（鬼界）を実施し、カルデラ形成噴火の先行活動と考えられる流紋岩溶岩流の
厚さ、構造、噴出年代を特定することができ、カルデラ形成噴火の全貌を明らかにした。
防災科学技術研究所が運用している「陸海統合地震津波火山観測網（MOWLAS）」のデータを活用し、地震動の即時予測、余震活動予測を行うシス
テム開発のため構築したプロトタイプの高度化と実証試験を行った。陸海観測網で記録された地震・水圧の実データを活用した津波即時予測技術
や津波の成長・収束の予測技術の高度化によって予測の信頼性・高速性を確実に進捗させた。火山観測網のデータを活用し、阿蘇山のデータから
噴煙体積の変化率と積算体積の時間変化を推定し、噴煙規模を即時評価する手法を開発した。
気象観測データを活用し、竜巻危険度を市町村単位に絞り込む危険度指標の導出手法の開発や浸水予測モデルの社会実装、さらに、積雪地域で多
発する雪下ろし関連事故の防止につながる「雪おろシグナル」及び吹雪予測手法の開発と社会実装が進んだ。
防災機関や研究機関等の防災活動・研究活動に資する観測データの安定供給を実現するために故障・老朽化した地震・火山観測施設を更新した。

日本海地震・津波調査プロジェクトでは、海陸の地下構造探査、震源となり得る活断層の評価（山形県沖・新庄盆地東縁～庄内平野）を実施し、
震源断層モデル及び津波波源モデルの構築（東北日本沖・東北日本沿岸域）を進めた。前年度までに構築した震源断層モデル及び津波波源モデル
を基に、地震動シミュレーション（北海道地方）及び津波のシミュレーション（北海道海域）を実施し、長期評価の高精度化、信頼性の向上に寄
与した。
南海トラフ広域地震防災研究プロジェクトでは、海底地震計による自然地震観測（南西諸島海域）を実施し、種子島・トカラ列島における超低周
波地震・低周波微動を含む地震活動の特徴についてまとめた。前年度までに取得した調査研究資料をまとめ、過去の南海トラフで発生した巨大地
震の地震像を推定し、南海トラフ地震の多様な地震発生パターンについてシミュレーションで検証した。
次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、要素技術の統合とハザード評価システムの実装を開始した。噴火ハザードシミュレーションの
開発・高度化では、新しい移流拡散モデル（JMA-ATM）の開発着手、気象レーダーデータを噴火ハザード予測システムに利用する方法の検討、噴煙
柱から放出される火砕物の鉛直濃度分布に基づく同化の検討、噴煙シミュレーションと噴煙柱ダイナミクスの連携による降下粒子の評価など、高
度な降灰・堆積評価を行う基礎理論が構築された。また、ボーリング掘削（鬼界）を実施し、カルデラ形成噴火の先行活動と考えられる流紋岩溶
岩流の厚さ、構造、噴出年代を特定することができ、カルデラ形成噴火の全貌を明らかにした。
防災科学技術研究所が運用している「陸海統合地震津波火山観測網（MOWLAS）」のデータを活用し、地震動の即時予測、余震活動予測を行うシス
テム開発のため構築したプロトタイプの高度化と実証試験を行い、システムの実運用・社会実装に向けた改良を行った。長周期地震動の予測情報
に関する実証実験の実施や地震動指標を一括配信するシステムの構築が完了し、データ利用を他機関が活用するなど社会実装に向け進展した。陸
海観測網で記録された地震・水圧の実データを活用した津波即時予測技術や津波の成長・収束の予測技術の高度化によって予測の信頼性・高速性
を進捗させ、予測システムの一部は既に稼働出来る状態に進展した。
雲レーダを用いたリアルタイム積乱雲表示システムや、気象観測データを活用した１kmメッシュのリアルタイム風向風速表示システム等を開発し
た。
積雪地域における雪下ろし関連事故の防止につながる「雪おろシグナル」の対象地域を拡張し社会実装を進めるとともに、民間や自治体と連携し
て道路雪氷予測手法等の高度化を行った。
防災機関や研究機関等の防災活動・研究活動に資する観測データの安定供給を実現するために故障・老朽化した地震・火山観測施設を更新した。

実績
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R2年度

R3年度

目標 R4年度

日本海地震・津波調査プロジェクトでは、海陸の地下構造探査、震源となりうる活断層の評価（津軽半島付近）、震源断層モデル及び津波波源モ
デルの構築（日本海、日本海沿岸域）、地震動シミレーション（青森県西方沖〜佐渡沖）及び津波のシミュレーション（東北沖海域）を実施し
た。
次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、1986年伊豆半島の噴火を主な対象とし、これまでに観測されている溶岩流出や爆発的噴火など
の多様な噴火様式を火道流数値モデルによって再現し、具体的な噴火現象の評価につながる指針が得られた。
防災科学技術研究所では、これまで関東をフィールドとして開発されてきた観測・予測技術を九州地域にも展開し、10分毎に２時間先までの３時
間積算雨量を予測するシステムを構築した。九州地域９自治体で線状降水帯予測情報の実証実験を行い、令和２年７月豪雨において予測情報の有
用性を確認した。

自然災害の正体を知り、これを予測する技術の研究開発を推進するとともに成果の社会還元を進める。

測定指標の選定理由及び目標
（水準・目標年度）の設定の
根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
「研究開発計画」（平成29年2月）第4章において、「自然災害を的確に観測・予測することで、人命と財産の被害を最大限予防し、事業継続能力
の向上と社会の持続的発展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミュレーション技術及び災害リスク評価手法の高度化を図る」とされて
おり、本計画遂行のためには大規模な地震や津波、火山噴火等、発生すれば甚大な被害をもたらすリスクの高い災害、及び、地球規模の気候変動
に伴い今後激甚化すると予想される風水害、土砂災害、雪氷災害等に対応し、被害の軽減に向けた予測手法の確立や基盤的観測体制の整備に資す
る研究開発に取り組む必要があるため。

【出典】文部科学省調べ

【実績】実績については、見やすさの観点から、令和2年度の実績より、特に目標達成に資する実績を精選し、分量を低減した。

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、桜島で発生するブルカノ式噴火前の準備過程に関する火道流の解析に基づき、噴火開始検知に
関連する地殻変動の特徴を評価するなど、火山噴火の予測等に係る研究を推進した。
火山機動観測実証研究事業では、観測機材及び機材管理システムの整備など体制構築に向けた準備を行うとともに、阿蘇山噴火時に緊急観測を実
施し気象庁や地元自治体等に成果の提供を行うなど、火山災害の軽減に資する実証研究を進めた。
防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクトでは、南海トラフ地震震源域における地震活動やすべり現象の具体的な把握手法の開発
や、それらの成果を元にした避難行動、企業活動の継続、都市機能の維持に資する各システムの開発に着手し、いくつかのプロトタイプシステム
を完成させた。
防災科学技術研究所では、「陸海統合地震津波火山観測網（MOWLAS）」のデータを活用した地震動の予測システムの評価等を進めたほか、長周期
地震動の即時予測情報の配信、津波予測システムの機能検証などを実施した。
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H29年度

H30年度

R1年度

R2年度

R3年度

目標 R4年度

測定指標 基準値 ―

②建築物・イン
フラの耐災害性
の向上

日本海地震・津波調査プロジェクトでは、津波氾濫モデルによる水理量と水理模型実験に基づいて、既存港湾構造物の津波耐性評価が可能である
こと示した。
ため池の耐震性能の評価を目的として、堤体のＥ－ディフェンス実験を兵庫県との共同研究の一環として実施し、遮水シートの敷設方法の違いに
よる耐震性能を検証した。また、内閣府の「戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)」の一環として土木研究所との共同研究において、液状化
地盤上の道路橋基礎の耐震性能評価手法と耐震対策技術を実証するためのＥ－ディフェンス実験を実施した。新木質材料を活用した混構造建築物
に関する国土交通省国土技術政策総合研究所との共同研究の一環として、木質系混構造の地震時損傷モニタリング手法の調査を行った。
首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクトにおいて、Ｅ－ディフェンスを活用し、非構造部材を含む構造物の崩壊余裕度に関する
データの収集・整備に向けて30年度に実施予定の加振実験に関する設計・試験体の一部製作を実施した。

地震減災技術の高度化と社会基盤の強靭化に資することを目的として、10層RC建物試験体を対象に大規模な地震後も継続利用できる、柱梁接合部
の損傷を抑制する設計技術の提案とE-ディフェンスを用いた実証実験を実施した。この成果は令和元年度に日本建築学会が発刊する指針に掲載予
定となった。
首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクトにおいて、近年、都市部で増加している木造3階建て住宅の地盤配管設備等の非構造部材
を含む構造物の機能を検証するため、委託先の名古屋大学などと協働で振動台実験を実施し、非構造部材を含む構造物の崩壊余裕度に関するデー
タを収集し課題解決に向けて整備をすすめた。

国土強靱化の一環として進められる社会基盤諸施設の耐震化に係る技術開発を目的として、土のう構造体を用いた道路盛土の耐震補強工法に関す
る効果を検証するＥ－ディフェンス実験を実施し、その性能を確認した。また、街区免震による地震災害ゼロ区域の実現を目指す次世代免震技術
に関する研究では、支持荷重10tの浮揚式３次元免震システムを開発し，技術開発に必要なデータを取得するためＥ－ディフェンスで実験を行っ
た。
「首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト」では、地震後の災害拠点建物の機能を検証するため、非構造部材を具備した3層 RC
建物試験体を用いたＥ－ディフェンス実験を東京大学などと協働で実施した。これにより、災害拠点建物の安全度即時評価および継続使用性即時
判定に関わるデータを収集し、本プロジェクトの課題解決に向けたデータ整備を進めた。

防災科学技術研究所では、国土強靱化の一環として進められる社会基盤諸施設の耐震化に係る技術開発を目的として、５階建て鉄筋コンクリート
建物による実大実験をＥ－ディフェンスで実施し、国の基準整備に資する試験体の全階層での加速度、速度データの取得に加えて、震動台の加振
性能の評価を行うためのデータも取得した。また、街区免震による地震災害ゼロ区域の実現を目指す次世代免震技術に関する研究では、支持荷重
60 トンの浮揚式３次元免震システムを開発し、Ｅ－ディフェンス加振実験を行い、この技術開発により小型の家屋や文化財に適用できる見通しを
得た。

自然災害に負けない建築物・インフラを構築する技術の研究開発を推進するとともに成果の社会還元を進める。

実績

防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクトでは、災害時においても高度で複雑な大都市の機能を維持し、住民の安全や生活を確保す
るため、「南海トラフ地震臨時情報」の発表時や大規模災害時に、リアルタイムで地域全体の企業活動やインフラ等の状況変化をシミュレーショ
ンするシステムの開発を進めるとともに、大都市の災害シナリオをリアルタイムで自動作成するツール等の開発を進めた。
防災科学技術研究所では、国土強靱化の一環として進められる社会基盤諸施設の耐震化に係る技術開発を目的として、水道管路の耐震補強継手の
効果を検証するＥ－ディフェンス実験を実施し、その性能を確認した。
「首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト」では、各種非構造部材、屋内設備、家具、什器等の地震動による損傷が再現可能な
大型震動台実験用試験体を用いたＥ－ディフェンス実験を行い、さまざまな地震動での室内空間の被害評価を行うとともに、震災後の事業継続性
などに結び付けるデータを収集し、本プロジェクトの課題解決に向けたデータ整備を進めた。
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測定指標の選定理由及び目標
（水準・目標年度）の設定の
根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
「研究開発計画」（平成29年2月）第4章において、「自然災害を的確に観測・予測することで、人命と財産の被害を最大限予防し、事業継続能力
の向上と社会の持続的発展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミュレーション技術及び災害リスク評価手法の高度化を図る」とされて
おり、本計画遂行のためには近年の自然災害を反映した巨大地震や連続地震等の新たな想定と既存建築物・インフラの老朽化に対応し、発災時の
被害を最小限に抑えるとともにその後の回復を迅速に行うため、高耐震化技術を含む新しい技術・手法を含む災害に負けない建築物・住宅・イン
フラの構築・維持管理に資する研究開発に取り組む必要があるため。

【出典】文部科学省調べ

【実績】実績については、見やすさの観点から、令和2年度の実績より、特に目標達成に資する実績を精選し、分量を低減した。
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H29年度

H30年度

R1年度

R2年度

R3年度

③ 自然災害の不
確実性と社会の
多様性を踏まえ
たリスク評価手
法の確立

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、倶多楽（北海道）で実施した電磁気観測等により、地下の比抵抗構造が推定され、過去の水蒸
気噴火の発生との密接な関連が示唆される等の成果があった。
日本海地震・津波調査プロジェクトで評価し設定した断層モデル、およびその断層モデルに基づく津波シミュレーションの結果が、自治体の津波
災害警戒区域の設定において参考として利用された。
防災科学技術研究所において、各種自然災害のハザード・リスク評価に関する研究開発を実施した。地震ハザード評価については、千島海溝沿い
の地震活動の長期評価および四国地域の活断層の長期評価を踏まえ、発生頻度が低い千島海溝沿いの超巨大地震や中央構造線断層帯全体が活動す
る地震も考慮した地震活動モデルによる平成30年起点の地震動予測地図を作成した。津波ハザード評価では、千島海溝から沈み込む太平洋プレー
トモデルの構築を行い、千島海溝南部沿いのMw7.0〜Mw8.4までの地震規模の波源断層モデルを、概ね正方形状の震源域の中央に大すべり域を１つ
設定した「震源をあらかじめ特定しにくい地震」としてモデル化を実施し、ハザード評価を試作した。

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、三宅島において新たな地点での地震観測を実施するともに、過去に実施した電磁気観測の結果
の解析を行い、三宅島の浅部構造を明らかにする等の成果があった。
防災科学技術研究所では、各種自然災害のハザード・リスク評価に関する研究開発を実施した。地震ハザード評価については、「全国地震動予測
地図2018年版」について、地震本部からの公表に合わせて地震ハザードステーションJ-SHISより公表した。津波ハザード評価について、防災科学
技術研究所では地震本部の南海トラフ沿いの大地震に伴う津波ハザード評価に向け、津波レシピに基づく数千の波源断層モデルの設定を行い、津
波遡上伝播計算を実施した。

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、三宅島において、地震機動観測を一層強化し、火口域に機動観測点を増設したことにより、海
抜下約1km以深で発生するA型地震の震源を精度よく推定することができ、今後の噴火切迫性評価の鍵となる可能性が高い領域を推定することがで
きた。また、観測から予測、対策への一連の流れを具体化するケーススタディとして、桜島の噴火による火山灰ハザードをリアルタイムで評価す
る手法の開発などの成果があった。
防災科学技術研究所では、各種自然災害のハザード・リスク評価に関する研究開発を実施した。南海トラフ地震及び日本海溝沿いの地震について
多様性、不確実性を考慮したモデルの改良を行い、これらの改良を取り入れた地震動予測の計算を行った。津波ハザード評価について、南海トラ
フ地震による津波ハザード評価が地震調査研究推進本部から初めて公表され、防災科学技術研究所が運用する津波ハザードステーション（J-
THIS）において詳細な情報の提供を開始した。

防災科学技術研究所では、各種自然災害のハザード・リスク評価に関する研究開発を実施した。地震ハザード評価について、地震発生の多様性、
不確実性を考慮したモデルや、新しい微地形区分および関東地方の「浅部・深部統合地盤モデル」を取り入れた2020年起点の地震ハザードの評価
結果が全国地震動予測地図2020年版として地震本部より公表されるとともに、地震ハザードステーション（J-SHIS）より公開された。

測定指標 基準値 ―

実績

地震調査研究推進本部では、全国の地震活動の現状について、総合的な評価をとりまとめ公表した。また、日本海南西部の海域活断層の長期評価
（第一版）及び日向灘及び南西諸島海溝周辺の地震活動の長期評価（第二版）をとりまとめ公表した。
次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、火山災害のリスク評価等に向けて、草津白根山において観測で得られた比抵抗構造と、熱水シ
ミュレーションから推定される比抵抗分布を比較し、熱水系の詳細な構造や発達史の解明を進めた。
防災科学技術研究所では、地震ハザード評価について、シナリオベースの長期間平均ハザードを評価するためのモデル構築を進めるとともに、
2022年起点の確率論的地震動予測地図の作成と地域限定版の応答スペクトルのハザード評価を試作し、地震ハザードステーション（J-SHIS）より
2021年起点の確率論的地震動予測地図を公開した。
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目標 R4年度

地震防災研究戦略プロジェクト
（平成23年度） ①② 0273 ―

海底地震・津波観測網の構築・運用
（平成18年）
【9-2の再掲】

① 0257 ―

地震調査研究推進本部
（平成8年） ③ 0274 ―

昨年度事前分析表からの変更点
地震調査研究推進本部を新たに③の達成手段として追加するとともに、首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクトを達成手段から
削除。

国立研究開発法人防災科学技術研究所
運営費交付金に必要な経費

（平成13年度）
①②③ 0276

地震・火山・気象・土砂・雪氷災害等による被害の軽減に資する研究開発、災害に
強い社会の形成に役立つ研究開発及び分野横断的な研究開発を推進する。さらに、
国や地方公共団体等が防災行政を行う上で必要としている防災科学技術へのニーズ
に柔軟に対応できる体制、制度を整備し、最大限の研究成果を創出する。

国立研究開発法人防災科学技術研究所
施設整備に必要な経費

(平成13年度)
① 0277

地震観測網の維持・更新、火山観測網の整備、ゲリラ豪雨等の早期予測のための次
世代観測・予測システムの整備、雪崩・吹雪等の予測の高度化のための降雪観測機
器等の整備を行うとともに、実物大の構造物に実際の地震と同様の揺れを加える実
験を行う「実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）」について、ガスエ
ンジンの老朽化対策を施す。

火山機動観測実証研究事業
（令和3年度）
【9-2の再掲】

① 0267 ―

―

 

不確実かつ多様な災害リスクの評価と、それに対応する技術の研究開発を推進するとともに成果の社会還元を進める。

測定指標の選定理由及び目標
（水準・目標年度）の設定の
根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
「研究開発計画」（平成29年2月）第4章において、「自然災害を的確に観測・予測することで、人命と財産の被害を最大限予防し、事業継続能力
の向上と社会の持続的発展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミュレーション技術及び災害リスク評価手法の高度化を図る」とされて
おり、本計画遂行のためには自然災害の不確実性と社会の多様性を踏まえたリスクの評価方法を構築し、その知見を取り入れた多様な主体の広域
連携型防災対応や行動誘発につながる防災リテラシー向上のための教育・啓発手法、これらの効果を測定する手法等の研究開発に取り組む必要が
あるため。

【出典】文部科学省調べ

【実績】実績については、見やすさの観点から、令和2年度の実績より、特に目標達成に資する実績を精選し、分量を低減した。

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト
（平成28年度） ①③ 0275

達成手段
（開始年度）

関連する
指標

行政事業レビュー
番号 備考
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達成目標3
目標設定の
考え方・根拠

H29年度

H30年度

R1年度

R2年度

R3年度

①発災後の早期
の被害把握

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、平成30年3月1日に発生した新燃岳の噴火後に撮影された写真をもとに、火口周辺の３Ｄモデル
を作成し、火口内に蓄積した溶岩の体積を推定して火山噴火予知連絡会等へ情報提供した。
防災科学技術研究所が運用する稠密かつ高精度な地震・津波・火山観測網及び気象観測網を活用し、災害予測技術に係る研究開発を実施した。災
害情報の共有や発信に関する防災科学技術研究所の研究開発成果である「府省庁連携防災情報共有システム（SIP4D）」（内閣府戦略的イノベー
ション創造プログラム「SIP」）や「防災科学技術研究所クライシスレスポンスサイト（NIED-CRS）」を介し、防災科学技術研究所自らが行った観
測、解析、評価、調査情報に加え、外部機関から発信された情報や、被災地現地において紙等で発行された情報を一元的に集約し、災害対応機関
の状況認識の統一に資するよう情報共有・利活用の支援を実施した。

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、平成30年12月28日に発生した口永良部島の噴火において、山頂付近が雲に覆われている状況の
中、噴煙をレーダーで観測することで噴煙の高度及び形状を把握した。
防災科学技術研究所が運用する稠密かつ高精度な地震・津波・火山観測網及び気象観測網を活用し、災害予測技術に係る研究開発を実施した。
「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）」と連携し、発災直後の災害対応の意思決定を支援することを目的とした地震動を対象とした全国
を概観するリアルタイム被害推定・状況把握システムを完成させ、大阪府北部地震、北海道胆振東部地震等において推定情報を外部に提供した。

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、伊豆大島において基準点（GCP）を設置したドローン撮影を行い、撮影した画像から３D モデル
を作成し、GCPがあることにより、位置精度が向上することを明らかにした。
「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）」と連携、開発した全国を概観するリアルタイム地震被害推定システムの社会実装に向け、ハザー
ド・リスク実験コンソーシアムと協働で30機関を対象とした実験配信を実施し、これらの試みが全国紙１面で取り上げられた。
洪水・土砂災害発生危険度の高まりを示すハザード情報の「実効雨量」と人口集中地区や浸水想定区域、土砂災害警戒区域などの「社会の脆弱
性」を示す情報から、リアルタイムに曝露量・脆弱性が高い範囲を抽出・可視化する動的処理技術を開発した。
SIPと連携し令和元年台風19号において東日本を広域に観測したレーダ衛星Sentinel-1を用いて浸水エリアを抽出し、詳細な建物データによる空間
演算および空間集計処理を実施して浸水建物数を推定し、地図と自治体単位の被害推定結果（集計表データ）をNIED-CRSで公開し、利活用に供し
た。
浸水等による道路の危険度を把握するため、車載カメラの画像から浸水域を判別する手法の開発に取り組んだ。

防災科学技術研究所では、内閣府災害時情報集約支援チーム（ISUT）の一員として、大規模災害時における状況認識の統一に資する活動を行っ
た。特に令和2年7月豪雨では、熊本県で発生した孤立集落問題への対応として、ISUTが各孤立集落の状況や道路状況などの複数組織から得られる
情報の集約・更新、共通状況図の作成を行い、迅速な対応に貢献した。また、SIP第2期と連携し、SIP4Dにより共有されるあらゆるデータをリアル
タイムに蓄積し、国・県の災害対策本部における意思決定を支援するため、災害動態情報プロダクツをリアルタイムで生成し可視化する技術とし
て「DDS4D」を開発した。

実績

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトでは、地形モデル作成ソフトウェアの導入により、UAV飛行と同時に3D地形モデルの作成が可能とな
り、これまでの約8分の1程度の時間で処理できることを確認するなど、火山災害の発災後における被害把握等に資する研究を推進した。
防災科学技術研究所では、全国を概観するリアルタイム被害推定・状況把握システムについて、安定的な運用および検索機能の追加等の改良を行
い、令和３年４月の宮城県沖の地震、10月の千葉県北西部の地震等、震度５強以上が観測された複数の地震において、SIP4D、防災クロスビュー、
ハザード・リスク実験コンソーシアムに推定情報を提供した。

自然災害発災後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しその持続的
発展を保つためには、「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加
速を図る。

自然災害発生後も、社会機能を維持しその持続的発展を保つために
は、発災後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興が必要であり、
「研究開発計画」（平成29年2月）第4章において、「より良い回
復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加速を図る
こととされていることを踏まえて策定。

測定指標 基準値 ―
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目標 R4年度 複合・誘発災害等を考慮した発災後早期の被害推定及び状況把握・予測技術の研究開発を推進するとともに成果の社会還元を進める。

測定指標の選定理由及び目標
（水準・目標年度）の設定の
根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
「研究開発計画」（平成29年2月）第4章において、「自然災害発災後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しその持続
的発展を保つためには、「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加速を図る」とされており、本計画遂行のためには
発災後早期に、二次災害や複合・誘発災害の発生を予測するとともに、時々刻々と変化する状況を多面的に把握し、被害を最小限に抑え、迅速な
復旧に資するため、リモートセンシングやIoT等を用いたモニタリング及びデータ同化・予測の手法の確立や高度化に資する研究開発に取り組む必
要があるため。

【出典】文部科学省調べ

【実績】実績については、見やすさの観点から、令和2年度の実績より、特に目標達成に資する実績を精選し、分量を低減した。
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H29年度

H30年度

R1年度

R2年度

R3年度

目標 R4年度

測定指標 基準値 ―

② 迅速な早期の
復旧

首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上に関する研究開発において、重要構造物等の安全度即時評価や継続使用性即時判定に資する損傷度の
検知システムや性能評価システムの検討を進めた。また、早期復旧・復興のために都市機能を支える事業継続能力を向上させることを目的に、民
間企業や関係機関等から構成されるデータ利活用協議会を設置した。
南海トラフ広域地震防災研究プロジェクトでは、ライフライン（電力、上下水道）の復旧に関し、道路の啓開、事前のハード対策という観点から
検討を行い、復旧期間を減ずる方策の提言を行った。また、これまで構築をしてきた大都市避難シミュレーションの復興期への拡張を実施し、住
まいを失った世帯が住宅を再取得する段階で、どのように移動をあうるかを予測するモデルを構築した。

首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上に関する研究開発において、データ利活用協議会などを通じて、各種機関から提供されるデータ等の
形式や規格について検討し、データ流通のための対応策を検討した。また、事前復旧・復興計画策定手法の開発、自治体への導入を行い、有用性
の検証と課題の抽出を行った。

首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上に関する研究開発において、データ利活用協議会に複数設立した分科会の研究支援活動として、2019
年山形沖地震および台風15号では、ドローンによる空撮画像および高解像度の可視光衛星画像から AI によるブルーシートの特定など早期被害把
握技術の実装・検証を行った。

首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上に関する研究開発において、データ利活用協議会に複数設立した分科会の研究支援活動として、2018
年大阪府北部の地震の災害シナリオと被災自治体である茨木市の実際の対応データを他地域へ時空間的に展開する訓練シナリオ構築ツールを活用
し、川崎市と幸区の職員による連携図上訓練を通じて有用性の検証を行った。

災害情報をリアルタイムで推定・予測・収集・共有し、被害最小化や早期復旧につなげる技術の研究開発を推進するとともに成果の社会還元を進
める。

測定指標の選定理由及び目標
（水準・目標年度）の設定の
根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
「研究開発計画」（平成29年2月）第4章において、「自然災害発災後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しその持続
的発展を保つためには、「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加速を図る」とされており、本計画遂行のためには
発災時に対応可能な有限のリソースで被害の最小化を図り、早期の復旧を実現するために、リアルタイム被害推定・予測、構造物の即時被害判
定、被害状況や対応可能なリソース等の情報共有、対応状況や復旧・復興状況の把握・分析、防災業務手順の標準化・適正化、防災力向上等に資
する研究開発に取り組む必要があるため。

【出典】文部科学省調べ

実績

「首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト」では、データ利活用協議会に70を超える企業・団体が会員登録し、都市における災
害からの早期復旧・復興等に向けた活動を実施した。特に8つの分科会の設立により、各組織や業界のニーズを元に、技術・データ・ネットワーク
を持ち寄り、各サブプロジェクトとも横断的に連携しながらフィールド実証等を実施し、産学官民の連携を通じたレジリエンスの向上に貢献し
た。
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H29年度

H30年度

R1年度

R2年度

R3年度

目標 R4年度

防災科学技術研究所における防災手順の標準化・適正化に関する研究では、災害時に共有すべき標準災害情報プロダクツ（SDIP: Standard
Disaster Information Products）やその作成に関する標準作業手順（SOP: Standard Operation Procedure）の構築について、前年度までに実施
した訓練やISUTと連携した災害対応等を通じて、現地で収集するデータを用いた情報プロダクツの生成手順を、集約・統合・共有・活用の観点で
構造化した。さらに、災害現場ではSDIPに含まれない情報へのニーズが突発的に発生するため、これに対する汎用的なテンプレートの検討と実践
を進めると共に、SIP4Dに共有するための汎用的データフォーマットの仕様を策定した。

SIP4Dに対して、多数の組織間で災害情報を相互に共有するための汎用的なデータフォーマットとして「SIP4D-ZIP」を開発・実装した。「SIP第２
期」の研究開発と連携し、16県の防災情報システムとSIP4Dとの連接実証事業において、SIP4D-ZIPを各県のシステムに実装し、SIP4Dを介した「国
と県」および「県と県」間の双方向によるデータ共有が可能なことを実証した。これにより国と県との自動的なデータ流通が可能となり、新規に
連接する都道府県に向け共通化された連接インタフェースを提示することが可能となり、災害情報の相互運用性を高めることが可能であることが
示された。

発災直後の応急対応から被災者の生活再建支援等を含む復旧・復興対策に必要な研究開発を推進するとともに成果の社会還元を進める。

測定指標の選定理由及び目標
（水準・目標年度）の設定の
根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
「研究開発計画」（平成29年2月）第4章において、「自然災害発災後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しその持続
的発展を保つためには、「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加速を図る」とされており、本計画遂行のためには
発災直後のフェーズだけでなく、更に数年以上が必要とされる復旧・復興のフェーズにおいて生じる膨大な災害対応について、広域応援体制の確
立やトリアージ等も含め、業務を支援する技術の構築に資する研究開発に取り組む必要があるため。

【出典】文部科学省調べ

測定指標 基準値 ―

実績

SIP4Dとの連接が完了している都道府県からは、汎用的なデータ交換方式（SIP4D-ZIP）に基づき災害時に情報共有が行われ、令和３年８月の大雨
においては計10県からの避難所情報がSIP4Dの統合処理を経て共有された。また、ISUTオペレーションツールキットによるSIP4Dの共有情報の自動
反映機能を用いることで、SIP4Dとのシステム連接がなされていない機関においても、最新の避難所状況をISUT-SITEを通じて活用できる環境が構
築された。令和３年度末の段階で、半数を超える都道府県でSIP4Dとの連接にむけた具体的な動きがあり、都道府県との連接に著しい進捗がみられ
た。

③防災業務手順
の標準化・適正
化

防災科学技術研究所における防災手順の標準化・適正化に関する研究では、地域防災において、地域特性が類似する地域での防災対策事例の参照
や、その実践者との情報交換に対するニーズのもと、国土数値情報等の各種地理空間情報や社会統計データを統合処理し、基礎自治体単位で社会
特性、自然特性、災害特性を相対評価するとともに、その結果から類似自治体を抽出する手法を開発し、Webシステムのプロトタイプを構築した。
これを活用して地域防災上の課題と対策を検討するリスクコミュニケーション手法を設計し、複数の地域での実証実験で有効性を検証するととも
に、対策の実行に必要な各種制度と適用事例に関するさらなる情報ニーズを抽出した。さらに、過去の災害時に利活用された情報を調査し、災害
時に国、地方、民間等で共有すべき標準的な情報項目についてまとめた。

防災科学技術研究所における防災手順の標準化・適正化に関する研究では、空間的・時間的にランダムに作成・集約される多種大量の情報プロダ
クツから、特定災害の対応期の情報プロダクツのみを一元的に抽出した情報プロダクツを防災科研クライシスレスポンスサイト(NIED-CRS）をはじ
めとした各種情報システム上に機械的に掲載可能とした。さらに、NIED-CRSに対して、災害種別ごとのテンプレートを事前に構築し、実効雨量
データやリアルタイム地震被害推定データ等のリアルタイム情報から災害を覚知し、テンプレートに対して通信可能エリアや道路状況等の基本情
報を反映した上で、第１報が自動生成される機能を開発するなど標準化を進めた。この技術は内閣府防災担当が進めている官民チーム「災害時情
報集約支援チーム（ISUT）」の情報共有サイトにも適用されている。
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昨年度事前分析表からの変更点 首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクトを達成手段から削除。

国立研究開発法人防災科学技術研究所
運営費交付金に必要な経費

（平成13年度）
①②③ 0276

地震・火山・気象・土砂・雪氷災害等による被害の軽減に資する研究開発、災害に
強い社会の形成に役立つ研究開発及び分野横断的な研究開発を推進する。さらに、
国や地方公共団体等が防災行政を行う上で必要としている防災科学技術へのニーズ
に柔軟に対応できる体制、制度を整備し、最大限の研究成果を創出する。

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト
（平成28年度） ① 0275 ―

達成手段
（開始年度）

関連する
指標

行政事業レビュー
番号 備考
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事業番号 - - -

（ ）
事業名 海底地震・津波観測網の構築・運用 担当部局庁 研究開発局 作成責任者

事業開始年度 平成18年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 文科 21 0257

令和4年度第２次補正予算行政事業レビューシート 文部科学省

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

巨大地震発生のおそれがある南海トラフ沿いに整備した地震・津波観測監視システム（DONET）及び今後も東日本大震災から引き続き大きな余震・誘発地震
発生のおそれがある日本海溝沿い（東北地方太平洋沖）に整備した日本海溝海底地震津波観測網（S-net）の運用・管理を行うものである。併せて、南海トラ
フ地震の想定震源域のうち、まだ観測網を設置していない海域（高知県沖～日向灘）に、南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）を構築するものである。(補
助率：定額)

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

主要政策・施策 科学技術・イノベーション 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

海底地震・津波観測網の構築・運用により、海域で発生する地震や津波を早期かつ精度よく検知し、緊急地震速報及び津波即時予測技術の精度向上、地
震・津波の発生メカニズムの解明に貢献する。また、関係省庁・研究機関・地方公共団体・民間企業に観測データを提供し、より適切な地震・津波に関する情
報提供や防災対応に貢献する。

地震・防災研究課
地震・防災研究課長
小林　洋介

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

津波対策の推進に関する法律
（平成二十三年六月二十四日法律第七十七号）
第五条

関係する
計画、通知等

防災基本計画
（昭和 38年 6月中央防災会議策定、令和3年5月修正）
地震調査研究の推進について（第３期）
（令和元年5月31日地震調査研究推進本部）
国土強靱化基本計画（平成30年12月14日閣議決定）等

4,496

前年度から繰越し 1,600 581 4,506 2,863
予算
の状
況

当初予算 2,631 6,960 1,073 1,228

令和４年度
第２次補正予算

計 4,231 3,035 5,474 8,587

予備費等 - -

翌年度へ繰越し ▲ 581 ▲ 4,506 ▲ 2,863

補正予算

首都圏地震観測網の回線
更新

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

132% 44% 143%

執行率（％） 100% 100% 100%

執行額 4,231 3,035 5,474

計 4,496

主な増減理由

活動内容
（アクティビ

ティ）

海底地震・津波観測網を構築・運用し、海域で発生する地震や津波の観測データを活用した研究開発を推進することにより、津波即時予測技
術の精度向上、地震・津波の発生メカニズムの解明するとともに、緊急地震速報や津波警報、南海トラフ地震臨時情報につながる情報を発信
することにより、防災対応に貢献する。また、関係省庁・研究機関・地方公共団体・民間企業に観測データを提供し、より適切な地震・津波に関
する情報提供や防災対応に貢献する。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位

200

DONET観測網の早期復旧 1,000
令和４年度第２次

補正予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算目
令和４年度

第２次補正予算

南海トラフ海底地震津波観
測網（N-net）の構築

3,296

29 29 - -

当初見込み 機関 31 31 31 31

令和元年度 令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

観測して得られたデータを
各機関へ提供する。

観測データ提供機関数
活動実績 機関 29

計算式 百万円/点 4,231/201 3,035/201 5,474/201 4,091/201

単位当たり
コスト 百万円 21 15 27 20

-

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

予算執行額／運用観測点数

581 - 2,758 4,496



令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

4 年度 - 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

論文、学会発表、講演会、
イベント、テレビ番組を通し
て、成果を発信する。

論文、学会発表、講演会、
イベント、テレビ番組で取り
上げられた回数（執筆数、
発表数等）

成果実績 回

160 -

達成度 ％ 69 81 101 - -

110 130 162 - -

目標値 回 160 160 160

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
文部科学省調べ

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

4 年度 - 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

海底地震・津波観測網の
データを用いて、自治体や
民間企業（鉄道、電力各事
業者等）との共同研究協定
等を締結する。

共同研究協定等の締結数

成果実績 件

2 -

達成度 ％ 0 50 0 - -

0 1 0 - -

目標値 件 2 2 3

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
各機関の締結一覧データを基に記載





新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項
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（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
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政策 9.未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応

施策 9-4　安全・安心の確保に関する課題への対応

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/content/20211220-mxt_kanseisk02-000019646_9-
4.pdf

該当箇所 P1～4

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○
国民の安心・安全を確保するための事業であるため国が負
担する。

複数の県に跨いではるか沖合にまで展開される事業であり、
予算規模も大きいことから、地方自治体の事業として馴染ま
ない。また、国民の安心・安全に直接貢献する事業である
が、営利上の採算性がなく、民間等に委ねることも困難であ
る。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別
措置法」（平成14年7月26日法律第92号）及び「津波対策の
推進に関する法律」（平成23年6月24日法律第77号）に基づ
く。また、中央防災会議にも意見を求めて地震調査研究推進
本部で決定した「新たな地震調査研究の推進について」（平
成21年4月地震調査研究推進本部決定、平成24年9月改訂）
でも、重要事項とされている。
「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策
の推進に関する特別措置法」（平成16年4月2日法律第27号）
及び「津波対策の推進に関する法律」（平成23年6月24日法
律第77号）に基づく。また、中央防災会議にも意見を求めて
地震調査研究推進本部で決定した「新たな地震調査研究の
推進について」（平成21年4月地震調査研究推進本部決定、
平成24年9月改訂）でも、重要事項とされている。

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

原則として一般競争入札等の競争性のある契約方式による
こととし、真にやむを得ないものに限り随意契約を締結する
こととしている。一者応札・一者応募についても改善のため、
仕様書の内容に疑義が生じないよう入札説明会において適
切な説明を行う、仕様書の内容に関する質疑があった場合
には一定期日内に回答を作成して仕様書依頼を行った全て
の業者に回答するといった様々な取組を行っている。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

DONETについては、国の中央防災会議の専門調査会で、南
海トラフで発生が懸念されている巨大地震による被害想定
の最大想定が算出されるなど、国民からの関心が非常に高
く、地震発生の切迫性から早急により詳細な地震像等を把
握する必要がある。
S-netについては、総合科学技術会議評価専門調査会での
評価を踏まえている。
また、事業の推進にあたっては、推進委員会を定期的に開
催し、関係行政機関や自治体等の意見を聴取し、事業に反
映している。
N-netについては、地震調査研究推進本部に設置された「海
域観測に関する検討ワーキンググループ」において、委員、
有識者、地方公共団体からヒアリングを行った上でシステム
の基本的考え方をとりまとめ、それに基づき整備を推進して
いる。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
単位当たりのコストについては、維持管理を保安上求められ
る最低限の仕様に押さえるなど、その削減に努めている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
事業の特殊性により一者応札が避けられないものもあるが、
真にやむを得ないものを除き、原則として一般競争入札によ
ることとし、競争性・透明性を確保する取組を続けている。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

本事業における観測装置の更新や陸上局の整備等にあた
り、既存の観測施設の運用状況等を踏まえて観測データを
長期的・安定的に提供する見地から仕様・設計の再検討を
行う必要が生じ、それに適切に対応するため不測の期間を
要したためであり、妥当である。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
事業の内容を厳選することで、事業の実施に必要な予算の
抑制に努めている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
データの取得や、保安上の制約から、真に必要な費用のみ
を支出している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○
今後、観測データの検証を経た上で、関係省庁、自治体、民
間企業で広く活用される予定で、それを見越した具体的な検
討が行われている。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
観測機器の設置が完了し、観測点からのデータ取得を進め
ており、その成果の発信および活用に努めている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
観測網の監視やデータ処理を１箇所で集中して実施すること
で、コストの削減が図られている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
観測機器の設置が完了し、観測点からのデータ取得に着手
している。



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

事業番号 事業名

平成24年度 -

平成25年度 -

備考

【成果】
https://www.mowlas.bosai.go.jp/research/
※上記URLには本事業以外の成果も含まれる。
【支出先上位10者リスト】
※落札率は、同種の他の契約の予定価格を類推させる恐れがあるため非公表。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

平成28年度 -

平成29年度 240

平成26年度 -

平成27年度 -

令和2年度 文部科学省 0234

平成30年度 239

令和元年度 文部科学省 0233

令和3年度 2021 文科 20 0256

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出され る

A.国立研究開発法人防災科学技術研究所 B.NECネッツエスアイ株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

業務費

地震・津波観測監視システム（DONET）及び
日本海溝海底地震津波観測網（S-net）の運
用並びに南海トラフ海底地震津波観測網
（N-net）の構築

5,474 役務 DONET1 データ中継システム更新 99

【随意契約（その他）】等 【随意契約（その他）（令和元年度～令和5年度）】等

【Ｂ】 【Ｃ】

日本海溝海底地震津波観測網及び
地震・津波観測監視システムの運用等

並びに南海トラフ海底地震津波観測網の構築
南海トラフ海底地震津波観測網の構築

民間企業等
（24社）

民間企業
（2社）

1,073百万円 4,401百万円

事業概要
地震・津波観測監視システム（DONET）及び日本海溝海底
地震津波観測網（S-net）の運用を行うため、観測システム
の各種設置運用機器の保守等を行う。また、南海トラフ海底
地震津波観測網（N-net）を構築するため、開発・製造・工事
等の進捗管理等を行う。

事業概要
南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）を構築するため、開
発・製作・敷設等を行う。

【Ａ】

国立研究開発法人防災科学技術研究所
5,474百万円

文部科学省
5,474百万円

事業概要
地震・津波観測監視システム（DONET）及び日本海溝海底地震津波観測網
（S-net）の運用、南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の構築等を行う
ため、国立研究開発法人防災科学技術研究所に補助金を交付。

補助金交付

職員旅費 0.0百万円



支出先上位１０者リスト

A.

B

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

計 5,474 計 99

役務
南海トラフ海底地震津波観測網の開発及び
整備

4,395

C.日本電気株式会社 D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4,395 計 0

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立研究開発法人
防災科学技術研究
所

3050005005210

地震・津波観測監視システ
ム（DONET）及び日本海溝
海底地震津波観測網（S-
net）の運用並びに南海トラ
フ海底地震津波観測網（N-
net）の構築

5,474 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

-

2
NECネッツエスアイ
株式会社

6010001135680
海域地震津波システムの
運用支援

80
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
NECネッツエスアイ
株式会社

6010001135680

DONET1 データ中継システ
ム更新
【一般競争契約（最低価格）
の結果、不落随契】

99
随意契約
（その他）

- -

- -

5
NECネッツエスアイ
株式会社

6010001135680
DONETマスストレージシス
テムの保守・運用支援

12
随意契約
（その他）

- -

1 - -

4
NECネッツエスアイ
株式会社

6010001135680
日本海溝海底地震津波観
測網の陸上局から陸揚部
の点検作業

26
一般競争契約
（最低価格）

1

3
NECネッツエスアイ
株式会社

6010001135680
DONET用展張ケーブル製
作

47
一般競争契約
（最低価格）

- - -

8
NECネッツエスアイ
株式会社

6010001135680
S-net八戸陸上局における
S5システムOE-CONT16ア
ラーム調査と復旧作業

0.7
随意契約
（少額）

-

7
NECネッツエスアイ
株式会社

6010001135680
S-net亘理陸上局における
宮城・岩手沖システムの
GPSアンテナ交換

0.9
随意契約
（少額）

-

6
NECネッツエスアイ
株式会社

6010001135680
光伝送システム実証試験
作業

2
随意契約
（その他）

- - -

-

10
NECネッツエスアイ
株式会社

6010001135680

南海トラフ海底地震津波観
測網整備における宮崎県
串間市工事の現場監視カ
メラ管理業務

0.6
随意契約
（少額）

- - -

- -

9
NECネッツエスアイ
株式会社

6010001135680
宮崎県串間市における臨
時事務所の設置

0.6
随意契約
（少額）

- -

- - -11
公益財団法人地震
予知総合研究振興
会

5010005018916

地震・火山観測網整備及び
維持管理支援業務
【一般競争契約（最低価格）
の結果、不落随契】

152
随意契約
（その他）



- -

13
国立研究開発法人
海洋研究開発機構

7021005008268
地震・津波観測監視システ
ム（DONET)の運用及び保
守支援業務

127
随意契約
（その他）

- -

12
エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式
会社

7010001064648
地震津波火山観測データ
伝送基盤サービス（海域
版）

147
随意契約
（その他）

-

1 - -

16
日本コムシス株式会
社

4010701022825
大容量データ長期保存ファ
イルサーバの調達

14
一般競争契約
（最低価格）

1

15
日本コムシス株式会
社

4010701022825
海底地震津波観測網デー
タ受信・蓄積システム等に
係る運用保守

18
一般競争契約
（最低価格）

-

14
日本コムシス株式会
社

4010701022825
高感度等地震観測データ
処理システムに係る運用及
び監視業務等

18
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

-

18
国際ケーブル・シップ
株式会社

3010401061736

日本海溝海底地震津波観
測網ケーブルの敷設状況
点検および補修作業（南房
総）

10
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

- -

17
国際ケーブル・シップ
株式会社

3010401061736

日本海溝海底地震津波観
測網の宮古陸揚部におけ
る障害復旧方法調査およ
びケーブル敷設状況点検
【一般競争契約（最低価格）
の結果、不落随契】

27
随意契約
（その他）

- -

- -

21
株式会社NTTファシ
リティーズ

3010401005008
DONET用UPS点検・蓄電
池交換

10
一般競争契約
（最低価格）

1 -

1 - -

20
株式会社NTTファシ
リティーズ

3010401005008

日本海溝海底地震津波観
測網の陸上局設備の保守
点検作業
【一般競争契約（最低価格）
の結果、不落随契】

26
随意契約
（その他）

-

19
国際ケーブル・シップ
株式会社

3010401061736
海底地震津波観測網用予
備ケーブルの搬入作業と
保管

6
一般競争契約
（最低価格）

- - -

24
NECキャピタルソ
リューション株式会
社

8010401021784
DONET1データ中継システ
ムの賃貸借（再リース）

3
随意契約
（その他）

-

23
NECキャピタルソ
リューション株式会
社

8010401021784

DONET2データ中継システ
ムの賃貸借
【一般競争契約（最低価格）
（平成30年度～令和4年
度）】

29 その他

-

22
株式会社NTTファシ
リティーズ

3010401005008
S-net南房総陸上局におけ
るコンテナ配管用パテの交
換作業

0.6
随意契約
（少額）

- - -

-

26
ゼロワットパワー株
式会社

1040001089656

国立研究開発法人防災科
学技術研究所日本海溝海
底地震津波観測網八戸陸
上局で使用する電気の調
達

5
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

- -

25
ゼロワットパワー株
式会社

1040001089656

国立研究開発法人防災科
学技術研究所日本海溝海
底地震津波観測網南房総
陸上局で使用する電気の
調達

5
一般競争契約
（最低価格）

1 -

- -

29
ゼロワットパワー株
式会社

1040001089656
古江陸上局で使用する電
気の調達

4
一般競争契約
（最低価格）

1 -

1 - -

28
ゼロワットパワー株
式会社

1040001089656

国立研究開発法人防災科
学技術研究所日本海溝海
底地震津波観測網宮古陸
上局で使用する電気の調
達
【一般競争契約（最低価格）
の結果、不落随契】

5
随意契約
（その他）

-

27
ゼロワットパワー株
式会社

1040001089656

国立研究開発法人防災科
学技術研究所日本海溝海
底地震津波観測網鹿島陸
上局で使用する電気の調
達

5
一般競争契約
（最低価格）

-



C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 日本電気株式会社 7010401022916

南海トラフ海底地震津波観
測網の開発及び整備
【随意契約（その他）：一般
競争契約（最低価格）の結
果、不落随契（令和元年度
～令和5年度）】

4,395 その他 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

30
ゼロワットパワー株
式会社

1040001089656

室戸ジオパーク陸上局で
使用する電気の調達
【一般競争契約（最低価格）
の結果、不落随契】

3
随意契約
（その他）

- - -

-

- -

2
西日本技術開発株
式会社

6290001017728

南海トラフ海底地震津波観
測網整備に係るHDD工法
による陸上管路掘削工事
の設計業務及び監理業務
【一般競争契約（最低価格）
（令和元年度～令和3年
度）】

6 その他 - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -



南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の構築

進捗説明資料

令和４年１２月２２日

文部科学省 研究開発局 地震・防災研究課

資料２－３
第57回（R4.12.22）



S-net
（防災科研）

DONET
（防災科研）

気象庁の観測
システム

 地震計、水圧計等を組み込んだマルチセンサーを備えたリアルタイム観測可能な高密度海域
ネットワークシステムの開発・製作

 南海トラフ地震想定震源域の西側にある高知県沖～日向灘にかけて、観測網を敷設

 津波情報提供の高精度化・迅速化及び津波即時予測技術の開発

 地方公共団体、民間企業への地震・津波データの提供
 南海トラフで発生するＭ８～９クラスの地震の解明

↑津波即時予測技術の開発

南海トラフ地震の
予測研究→

国土強靱化のため、南海トラフ地震の想定震源域のうち、まだ観測網を設置していない海域（高知県沖～
日向灘）に、ケーブル式海底地震・津波観測システムを構築。

南海トラフ周辺の海域では、今後30年以内にM８～９クラスの地震が70%～80%の確率で発生すると想定。
地震が発生すれば、最大208兆円の経済的被害、死者・行方不明者23万人と想定（※）。

※地震発生域、季節、時間についてそれぞれ被害が最大になると仮定した場合
【「南海トラフ地震防災対策推進基本計画フォローアップ結果」（内閣府）より引用）】

◆ケーブル式海底地震・津波観測システムによるリアルタイム観測は、海域を震源とする地震現象やそれに
伴う津波の観測、並びにそのデータを用いた防災業務の実施に大きく貢献。
（これまで、南海トラフ地震の想定震源域の東側、日本海溝沿いの海底地震・津波観測網（DONET・S-net）
の整備が完了し、地震・津波研究や気象庁の各種業務に活用）

↑津波警報への貢献

南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の構築
背景・課題

事業概要

期待される効果

○津波の早期検知
今までは地震計により津波の発生を
推定、沿岸域の検潮所等で津波を検
知していたが、これにより、最大２０分
程度早く津波を直接検知できる。

観測網の空白域

予算計画（令和元年度～令和6年度）：総額175億円

▲南海トラフ海底地震津波観測網
（N-net）の設置図（イメージ）

【事業スキーム】 補助機関：国立研究開発法人

国
防災科学技術

研究所補助金【関連する主な政策文書】「国土強靱化基本計画」（H30.12.閣議決定）、 「防災・減災、国土強靱化のための５か

年加速化対策」（R2.12.閣議決定）、「統合イノベーション戦略2022」（R4.6.閣議決定）、「経済財政運営と改革の基

本方針 2022」 （R4.6.閣議決定） 、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」 （R4.6.閣議決定）

沿岸システム

沖合システム



令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

構想時
の計画

改定後
の計画

南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の整備計画

〇 N-netについては、当初、令和５年度に整備完了予定であったところ、計画の進捗を踏まえ、令和５～６年
度にかけて段階的に整備。

〇 令和４年度に追加試験を終了、観測機器の製作等を開始。沖合システムと沿岸システムのケーブルを段階的
に海洋敷設していく予定。

観測機器の製作（沖合・沿岸）

海洋敷設工事等
（沖合・沿岸）

観測機器の製作
（沖合・沿岸）

串間・室戸陸上局工事

串間・室戸陸上局工事

沖合の敷設工事を
優先し、沖合のデー
タを先行して取得

新型コロナウイルス感染症の
影響による部材調達等の遅れ

海洋調査・設計等

観測機器の
追加試験

機器製作の期間短縮を図る
一方、システムの長期安定性
を確保するため、製作前に

追加試験を実施

海洋敷設工事等
（沖合・沿岸）

新開発の耐圧性能等の高い水圧
計の安定性確保のため、当初予
定していなかった実機に近い深海
模擬試験等を追加実施 等

システム開発・検証

海洋調査・設計等 システム開発・検証
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